











1980年 7 月　　　ドイツ・フランクフルト大学に留学（1982年 4 月まで）
1987年 4 月　　　ドイツ・レーゲンスブルグ大学に留学（1988年 8 月まで）
【職　歴】
1975年 4 月　　　名城大学法学部専任講師（1977年 3 月まで）
1977年 4 月　　　名城大学法学部助教授（1985年 3 月まで）
1978年10月　　　愛知大学法学部（非常勤）講師（1979年 3 月まで）
1983年 4 月　　　愛知大学法学部（非常勤）講師（1983年 9 月まで）
1985年 4 月　　　関西大学法学部教授（2001年 3 月まで）
1998年10月　　　大阪市立大学法学部（非常勤）講師（1999年 3 月まで）
1999年10月　　　大阪市立大学法学部（非常勤）講師（2000年 3 月まで）
2001年 4 月　　　早稲田大学法学部教授（2004年 3 月まで）
2004年 4 月　　　早稲田大学大学院法務研究科教授（2007年 3 月まで）
2007年 4 月　　　早稲田大学法学部教授
2008年 4 月　　　東北大学法学部（非常勤）講師（2008年 9 月まで）




　　1992年 5 月～1995年 5 月大会担当理事
　　1995年 5 月～1998年 5 月雑誌担当理事
　　1998年 5 月～2001年 5 月総務担当理事
仲裁ADR法学会






1998年 4 月　　　大阪弁護士会綱紀委員会参与員（2001年 3 月まで）
2001年 9 月　　　法制審議会民事・人事訴訟法・民事執行法部会臨時委員 
（2004年 1 月まで）
2002年 5 月　　　大学評価・学位授与機構評価委員（2003年 2 月まで）
2003年 2 月　　　新司法試験実施に係る研究調査会委員（2003年12月まで）
2003年10月　　　日本学術会議民事法学研究連絡委員（2005年10月まで）





















小室直人ほか編『倒産法』（第 6章第 1節～ 2節、 6節～ 7節を執筆）
 1984年　青林書院

























中野貞一郎ほか編『新民事訴訟法講義〔補訂版〕』（第 6編第 1章～第 4章を執筆）
 2000年　有斐閣
園尾隆司＝小林秀之編『条解民事再生法』（21条～23条の注釈） 2003年　弘文堂



















中野貞一郎ほか編『新民事訴訟法講義〔〔第 2版補訂第 2版〕〕』 
（第 6編第 1章～第 4章を執筆） 2008年　有斐閣
三木浩一＝山本和彦『ロースクール民事訴訟法〔第 3版〕』（執筆箇所の記載なし）
 2008年　有斐閣










三木浩一＝山本和彦『ロースクール民事訴訟法〔第 3版補訂 2版〕』 
（執筆箇所の記載なし） 2011年　有斐閣















 法学雑誌（大阪市立大学）19巻 1 号（1972年）99頁
「反訴の強制による訴訟の単一化―アメリカ法における必要的反訴 Compulsory
Counterclaims について―」 法学雑誌（大阪市立大学）19巻 2 号（1972年）107頁
「法定当事者変更総論（上）（下）」
 判例タイムズ313号（1975年）26頁；314号（1975年）46頁






460　　早法 92 巻 3 号（2017）
 矢野勝久教授還暦記念『現代における法と行政』（1981年・法律文化社）619頁
「金額不特定訴訟と上訴要件としての不服」 名城法学31巻 2 号（1982年）67頁
「認諾判決と上訴要件としての不服」 名城法学31巻 3 ＝ 4 号（1982年）101頁
「上訴の利益」
 鈴木忠一＝三ヶ月章監修『新実務民事訴訟講座 3巻』（1982年・日本評論社）233頁
「附帯控訴と上訴要件としての不服（ 1）～（ 3 ）」
 名城法学32巻 3 ＝ 4 号（1983年）313頁
 名城法学33巻 1 号（1983年）78頁
 名城法学34巻 1 号（1984年）161頁
「請求の予備的併合と上訴」 名城法学33巻 4 号（1984年） 1頁
「附帯控訴と不服の要否」 民事訴訟雑誌30号（1984年） 1頁
「ドイツ民事訴訟法に於る仲裁上の和解について（ 1）」













 法学論集（関西大学）38巻 5 ＝ 6号（1989年）287頁
「仲裁手続と保全処分―判例の検討―」
 法学論集（関西大学）39巻 4 ＝ 5 号（1990年）355頁
「遺産確認の訴えについて」 法学論集（関西大学）39巻 6 号（1990年）63頁
「既判力の主観的範囲に関する一考察」
 法学論集（関西大学）41巻 3 号（1991年）395頁
「仲裁手続における記録の閲覧について」







「訴訟脱退について」 法学論集（関西大学）42巻 3 ＝ 4 号（1992年）469頁
「上訴制限について」 法学論集（関西大学）43巻 1 ＝ 2 号（1993年）743頁
「当事者関連項目について（民事訴訟手続に関する改正要綱試案）」

































462　　早法 92 巻 3 号（2017）









「取消差戻の判決を得た控訴人と上告の利益等（最判昭45年 1月22日民集24巻 1号 1頁）」
 民商63巻 4 号（1971年）590頁（小室直人と共同執筆）
「死者を被告と表示する訴における表示の訂正（東京高判昭45年 1 月20日下民集21巻 1
＝ 2 号 9 頁）」 法学雑誌（大阪市立大学）18巻 4 号（1973年）600頁
「相続財産の限度での支払を命ずる判決が確定した場合における判決の効力（最判昭49年
4月26日民集28巻 3号503頁）」 法学雑誌（大阪市立大学）21巻 3 号（1975年）436頁
「訴訟代理人による附帯控訴権の放棄と特別授権の要否（東京高判昭48年 2 月23日高民
集26巻 1 号78頁）」 民商72巻 2 号（1975年）357頁
「賃貸人の破産と管財人の解除権（東京高判昭36年 5 月31日下民集12巻 5 号1246頁）」
 新堂幸司ほか編『倒産判例百選（別冊ジュリスト52号）』（1976年）136頁
「訴訟代理権を授与された者が本人の死亡後にその者を原告と表示して提起した訴えの




 名城法学29巻 3 号（1980年）59頁



















「占有移転禁止仮処分の効力（最判昭46年 1 月21日民集25巻 1 号25頁）」
 新堂幸司ほか編『基本判例からみた民事執行法』（1983年・有斐閣）364頁
「附帯控訴と不服の要否（BGH,Urt.v.13.5.1974,ZZP89,199）」




昭57年 7 月19日判時1051号57頁、最判昭57年 7 月20日判時1052号66頁）」




（最判昭58年 3 月10日判時1075号113頁）」 民商89巻 5 号（1984年）725頁
「主位的請求を棄却し予備的請求を認容した第一審判決に対し、第一審被告のみが控訴
した場合と控訴審判の対象（BGH,Urt.v.29.1.1964,BGHZ41,38）」
 名城法学33巻 3 号（1984年）173頁
「破産宣告により中断した訴訟の受継（最判昭59年 5 月17日判時1119号72頁）」
 名城法学34巻 2 号（1985年）127頁
「固有必要的共同訴訟人の一部の上訴の効力（最判昭60年 4 月12日集民144号461頁）」







（東京高判平 2年 5月21日判時1352号69頁）」私法判例リマークス 3号（1991年）131頁
「死者を当事者とする訴訟（大判昭11年 3 月11日民集15巻977頁）」
 新堂幸司ほか編『民事訴訟法判例選Ⅰ（別冊ジュリスト114号）』（1992年）80頁
「上訴の利益（最判昭31年 4 月 3 日民集10巻 4 号297頁）」




（東京地判平 3年 9月 2日判時1417号124頁）」 
 判例評論405号（判時1430号）（1992年）187頁








「配当表に債権者として記載されていない者と配当異議の訴え（最判平成 6年 7 月14日
民集48巻 5 号1109頁）」 私法判例リマークス11号（1995年）146頁























 法学論集（関西大学）47巻 6 号（1998年）914頁～977頁
「文書提出義務に関する判例について（ 3）」
 法学論集（関西大学）48巻 1 号（1998年）71頁～121頁
「文書提出義務に関する判例について（ 4）」
 法学論集（関西大学）48巻 2 号（1998年）415頁～476頁
「建物の賃料債権の差押えの効力が発生した後に建物を譲り受けた者が賃貸人の地位の
移転に伴う賃料債権の取得を差押債権者に対抗することの可否（最判平成10年 3 月24
日民集52巻 2 号399頁）」 私法判例リマークス18号（1999年）136頁
「明示的一部請求訴訟の訴訟物・判決効（①最判平成10年 6 月12日民集52巻 4 号1147頁、
②最判平成10年 6 月30日民集52巻 4 号1225頁）」
 『平成10年度重要判例解説（ジュリスト1157号）』（1999年）122頁
「文書提出義務に関する判例について（ 5）」








「借入金による弁済と否認（最判平成 5年 1月25日民集47巻 1 号344頁）」
 青山善充ほか編『倒産判例百選〔第 3版〕（別冊ジュリスト163号）』（2004年）58頁
「信用組合の貸出稟議書が『専ら文書の所持者の利用に供するための文書』に当たると






「入会団体の当事者適格（最判平 6年 5月31日民集48巻 4 号1065頁）」
　　伊藤眞ほか編『民事訴訟法判例百選〔第 3 版〕（別冊ジュリスト169号）』（2003年）
24頁
「必要的共同訴訟と上訴（最判平12年 7 月 7 日民集54巻 6 号1767頁）」
　　伊藤眞ほか編『民事訴訟法判例百選〔第 3 版〕（別冊ジュリスト169号）』（2003年）
212頁
「民事訴訟法220条 4 号ハ・ニの文書の提出義務（最判平16年11月26日民集58巻 8 号2393
頁）」
466　　早法 92 巻 3 号（2017）
 『平成16年度重要判例解説（ジュリスト1291号）』（2005年）129頁
「借地上に建物を所有する土地の賃借人が、賃貸人から提起された建物収去土地明渡請








の事情があるとされた事例（最決平成13年12月 7 日民集55巻 7 号1411頁）」
 金融・商事判例1311号（2009年）36頁



























































































































 名城法学25巻 4 号（1976年）111頁；26巻 1 号（1976年）92頁
「（紹介）Klamaris,N.,DasRechtsmittelderAnschlussberufung,JuristischeStudienBd.




JuristischenWochenschriftHeft17,1971」 名城法学34巻 2 号（1985年）141頁
「（紹介）Brinkmann,G.,SchiedsgerichtsbarkeitundMaßnahmendeseinstweiligen
Rechtsschutzes,SchriftenzumProzessrecht,Bd.54,1977」




470　　早法 92 巻 3 号（2017）




　　民商101巻 2 号（1989年）289頁（徳田和幸・玉城勲と共同執筆）；101巻 3 号（1989
年）448頁（徳田和幸・玉城勲と共同執筆）
「（書評）小山昇著『仲裁の研究』」 ジュリスト988号（1991年）108頁
「（翻訳）ペーター・ゴットヴァルト『ドイツの法学教育』」
　　『ドイツ・日本問題研究Ⅰ（関西大学経済・政治研究所研究双書第85冊）』 
 （1992年）139頁
「（翻訳）ペーター・ゴットヴァルト『ドイツ民法及びドイツの権利保護制度入門』」
 関西大学法學會誌38号（1993年）110頁
「國府先生と私」 『國府剛先生送別文集〔関西大学法學會誌51号〕』（2006年） 6頁
